
「障害者差別解消法」施行に向けて
１　「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」（「障害者差別解消法」）について
　　平成２８年４月１日から，国・地方公共団体等は，障害を理由とする差別的取扱いや合理的配慮の不提供の禁止が法的義務となります。

　　法律では，関係職員への研修や，障害を理由とする差別に関する紛争の防止又は解決を図ることができるよう必要な体制の整備，啓発活動，対応要領の策定等も規定されており，本市においてもつぎのとおり庁内の取り組みを推進していきます。

２　主な取り組み
　(1) アンケート

　　　市職員及び市民から，対応要領に例示する「障害を理由とする差別的取扱い」や「合理的配慮」の事例を収集します。

　(2) 本市の対応要領

　　　国の対応要領案を参考とし，法施行日から対応するため，対応要領を策定し，庁内へ周知を図るとともに，市民に対してもホームページを通じて公表いたします。

　　　この要領は，職員の服務規程の一環として，今後，総務部人事課と策定準備を進めて行きます。

　(3) 職員研修等

　　　市対応要領等について，庁内での共通理解が図られるよう，年度内は課長級や窓口担当等を対象とした研修を行います。

　　　また，次年度以降は，階層別研修等にも取り入れていく予定です。

(4) 相談・紛争解決の体制整備

　　ア　原則

　　　　相談・紛争の内容が該当する部署にて，既存の組織で対応することになります。

　　イ　相談窓口の設置

　　　　該当部署が不明である場合，障害者相談支援室・虐待防止センター等にて初動対応し，必要に応じ，関連部署等へ引継ぐ予定です。

　　ウ　障害者差別解消を支援する機関の設置
　　　　平成２８年度中に障害者差別解消支援地域協議会を設置し，情報交換や，障害者からの相談及び相談事例を踏まえた差別解消のための取組に関する協議を行います。
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